
◆令和6年10月1日から児童手当制度改正

この改正は子育て支援の強化を目的にしていて、子

供を育てる従業員の生活に密接に関わりがあります。

児童手当が家計の一部の支えにもなっている世帯も

多いかもしれません。定期的に支給される児童手当は

年間総額にするとまとまった金額になります。ただ、

今までの制度では保護者の収入に伴う支給制限もあり

児童手当を受けることができない世帯も少なくなかっ

たでしょう。

このたび児童手当の拡充が行われ、保護者の所得制

限は撤廃されました。また、さらに中学生までだった

対象者が高校生年代も支給対象者となりました。

さらに、支給額も増額されています。

◆改正点の詳細は

①支給対象が拡大（所得制限の撤廃、年齢上限の拡

大）

これまでの児童手当は各世帯の主たる生計者の所得

額に応じて支給額が制限されていました。主な生計者

の収入が一定額を超える場合は子供の年齢に関係なく、

児童手当の額が下がるか支給されなくなるとされてい

ました。このような所得による制限を撤廃することと

し子供を養育するどの家庭にも児童手当を支給するの

が一つの大きな改正点です。

②年齢制限と支給額の拡大

いままでの児童手当は中学校卒業（15歳になった

後の最初の3月末日）までが支給対象となっていまし

たが今後は子供が高校生年代（18歳に達する日以後

の最初の3月末日まで）になるまで支給されます。

支給される金額は月1人当たり0～2歳は１万5千円、

3歳～小学生１万円、中学生１万円、新しく設定され

た高校生年代１万円、第3子以降は0歳～18歳3万円

に増額されました。

③支給時期の変更

児童手当の支給時期が年3回から隔月（偶数月）の

年6回に変更されました。

新たに児童手当の支給対象となる方は、令和7年3

月31日までに市区町村へ申請を行うと令和6年10月

分から手当を受けられます。
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おススメ書籍のご紹介

著者の荒木俊哉氏は、電通のコピーライターだ。
これまで100以上のプロジェクトにたずさわり、名
だたる賞を多く獲得してきた、まさに言語化のプロ
フェッショナルである。
そんな荒木氏は本書で「言語化力の高い人は、話

を聞くのがうまい」と断言する。おそらく多くの人
が意外に感じるだろう。「言語化力と聞く力に、
いったいどんな関係があるのだろう?」と。だが、話
を聞くのがうまい人は、相手の頭のなかにあるモヤ
モヤとした思いや意見、「軸」を見事に引き出して
いく。この力は、相手の話だけでなく、自分の話を
聞くことにも使える。他者であれ、自分であれ、そ
の人の頭のなかにあるものを、クリアな言葉にする。
このプロセスこそ「言語化」なのだ。
本書では、自分で自分の話を聞く習慣をつけるこ

とによって言語化力を磨く方法が指南される。難し
そうに感じられるかもしれないが、そのトレーニン
グは3ステップで構成されており、1日たった3分で
実践できる、シンプルなものだ。面倒くさがりの人
でもきっと続けられるだろう。

◆◇◆詳細が気になった方はぜひ、
「フライヤー」をご利用ください◆◇◆

2019年6月の税務

書籍要約サービス「フライヤー」の
詳細・お申込みはこちら

2月10日
●1月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付

2月28日
●12月決算法人及び決算期の定めのない人格なき社団等の
確定申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・
（法人事業所税）・法人住民税＞
●3月、6月、9月、12月決算法人の3月ごとの期間短縮に
係る確定申告＜消費税・地方消費税＞
●法人の1月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地
方消費税＞
●6月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費
税・法人事業税・法人住民税＞（半期分）

●消費税の年税額が400万円超の3月、6月、9月決算法人
の3月ごとの中間申告＜消費税・地方消費税＞
●消費税の年税額が4,800万円超の11月、12月決算法人を
除く法人の1月ごとの中間申告（10月決算法人は2ヶ月
分）＜消費税・地方消費税＞

○前年分贈与税の申告
（申告期間：2月3日から3月17日まで）
○前年分所得税の確定申告
（申告期間：2月17日から3月17日まで）
○固定資産税（都市計画税）の第4期分の納付
（2月中において市町村の条例で定める日）

1月10日
●前年12月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付
（年2回納付の特例適用者は前年7月から12月までの徴収
分を1月20日までに納付）

1月31日
●支払調書の提出
●源泉徴収票の交付
●固定資産税の償却資産に関する申告
●11月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消費
税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民税＞
●2月、5月、8月、11月決算法人の3月ごとの期間短縮に
係る確定申告＜消費税・地方消費税＞
●法人・個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確定申告
＜消費税・地方消費税＞

●5月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費
税・法人事業税・法人住民税＞（半期分）
●消費税の年税額が400万円超の2月、5月、8月決算法人
の3月ごとの中間申告＜消費税・地方消費税＞
●消費税の年税額が4,800万円超の10月、11月決算法人を
除く法人・個人事業者の1月ごとの中間申告（9月決算法人
は2ヶ月分）＜消費税・地方消費税＞
●給与支払報告書の提出

○給与所得者の扶養控除等申告書の提出（本年最初の給与
支払日の前日）
○個人の道府県民税及び市町村民税の納付（第4期分）（1
月中において市町村の条例で定める日）

2025年2月の税務

2025年1月の税務

株 式 会 社 アビーナリーマネジメント

税理士法人 アビーナリーマネジメント

株 式 会 社 アビーナリーネクスト
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